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Ａ．研究目的 

 世界各国では国連が提唱している90-90-90を達

成するためにHIV感染者の治療をCD4細胞数の値に

関わらず、すべての感染者を対象に開始すること

を提言している。岩本らが2017年に発表した日本

の90− 90− 90を推計した論文ではHIV感染者の8

6％が診断されており、またその中の83％がART（a

nti-retroviral therapy）による治療中であると

している。そして治療中の99％の感染者はウイル

ス抑制を達成している。ナショナルデータベース

（NDB）を用いた抗HIV薬の解析では約25,500人がA

RTで治療を受けている。そこから逆算すると、約5,

000人が診断されておらず、約5,400人が診断され

ているがARTによる治療を受けていないことにな

る。すなわち、約10,400人のプールから新規HIV

感染者が生まれていることが想定される。 

 

新規HIV感染者を減らすためには、HIV感染者の診

断を増やすこと（検査体制）、HIVと診断された感

染者をなるべく多くARTで治療すること（治療体

制）が重要であるとされる。本研究ではHIV感染者

をなるべく多くARTで治療する治療体制の構築の

ために、Rapid ARTの効果について基礎資料を作成

することを目的とする。 

Ｂ．研究方法 

１） Rapid ARTにより新規感染者やエイズ発症

症例がどの程度減少するのかをシミュレー

ション・モデルにて検証 

担当：尾又一実（研究分担者）、野田龍也（研究

分担者）、谷口俊文（研究代表者） 

① HIV 感染症に対する早期治療（Rapid ART）の

効果として HIVが診断されているが ARTによ

る治療を受けていない感染者に対する新規

感染者減少を推測する。 

従来の HIV感染者の診断から治療までの経過

を①早い治療、②遅い治療、③極めて遅くエ

イズ発症してから治療の 3 段階に割り振り、

国立国際医療センターにおけるデータを基

に条件設定行いつつ、これら感染者からの二

次感染者数を推定、診断と同時に治療した際

の二次感染者数との比較を行うことで感染

を回避できる人数に関する数理モデルを組

む。新規 HIV感染者の背景として、（A）エイ

ズ動向委員会から発表される新規 HIV感染者

とエイズ発症者の人数、性別、年齢層、感染

経路、（B）ナショナル・データベース（NDB）

から得られる HIV 感染者のコホートによる

HIV 感染者の性別、年齢別分布、また入院情

報・主傷病名などを抽出してエイズ指標疾患

の有無を解析する。また、この 2つのデータ

（A,B）の差分を取ることで、「新規エイズ患

者」＋「HIV を診断されたが、ART が開始さ

れずにエイズを発症してしまった患者」を推

計する。 

 

② NDB やエイズ動向委員会から得られた感染者

数などを数理モデルの前提条件などに当て

はめてキャリブレーションを行う。そして

Rapid ART により新規感染者やエイズ発症症

例がどの程度減少するのか報告する。 

 

２） NDBから得られるデータに基づいた医療

経済的な効果の算出 

担当：谷口俊文（研究代表者）、野田龍也（研究

分担者） 

① NDB から得られる HIV 感染者のコホートで一

人あたりの年間の総医療費などを算出する。

また NDB上の HIV感染者のうち、エイズ指標

疾患を発症している患者のコホート化する。

エイズ発症に伴う入院医療費などを計算す

る。 

② （１）の数理モデルより得られた Rapid ART

研究要旨：レセプト情報・特定健診等情報データベース（NDB）を用いて HIV に

関する医療費を推計する基礎データを作成する。HIV 感染症の治療の現状把握と

医療費の算出、HIV感染者における併存疾患の罹患率とリスク因子の推定をする。 

野田龍也・公立大学法人奈良県立医科大学・ 

公衆衛生学講座・准教授 

尾又一実・国立研究開発法人国立国際医療研究セ

ンター・データサイエンス部・数理疫学研究室長 

今橋真弓・独立行政法人国立病院機構名古屋医療

センター・臨床研究センター感染免疫研究部・感

染症研究室長 
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により回避できた新規 HIV感染者およびエイ

ズ発症例の予測モデルと前年度までに算出

した医療費により、Rapid ART による医療経

済効果を推計する。 

 

３） Rapid ART実現のための経済的実態調査 

担当：今橋真弓（研究分担者）、谷口俊文（研究

代表者） 

本分担研究では Rapid ART実現による健康や水平

感染のリスクの実態調査を行う 

①海外での情報収集（国毎に保険は異なるものの、

Rapid ART を行っていない国はあるのか、行って

いる場合にはどのような費用の助成をしている

のか） 

②具体的な目標として以下の実態調査と推計を

行う 

 HIV と診断されてから、治療開始までにかか

る期間 

 Rapid ART を導入した場合、治療開始までに

かかる治療費用 

 自費診療や助成制度利用のない保険診療な

どを利用して治療している感染者数の推計、

(ⅰ)これら感染者が治療している場合に負

担している費用の実態把握、(ⅱ)治療してい

ない感染者数と感染させるリスクの推計 

 海外で治療を受けていたが日本では治療を

受けていないあるいは自費診療や助成制度

利用のない保険診療などで治療している人

の数の推計、(ⅰ)どうやって治療をしている

のか実態調査（治療中断・自己輸入など）、

(ⅱ)日本で治療している場合に負担する費

用の実態把握 

 

（倫理面への配慮） 

 本研究ではHIV感染症という希少疾患を扱う

ため、個人情報保護法、文部科学省・厚生労働省・

経済産業省：ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関す

る倫理指針、文部科学省・厚生労働省：疫学研究

に関する倫理指針、厚生労働省：臨床研究に関す

る倫理指針経済産業省：情報システムの信頼性向

上に関するガイドライン、民間部門における電子

計算機処理に係る個人情報の保護に関するガイ

ドラインなどを順守して研究計画の立案・遂行を

行う。調査・研究の実施に際しては、各施設の倫

理委員会に諮り、許可を申請する。 

 

Ｃ．研究結果 

① 数 理 モ デ ル の 作 成 ： 逆 算 法 （ Back 

Calculation）を使用して Rapid ART による

新規感染者数の推計を行った。検査による捕

獲率は現状のままとして加療率を変動させ

て推計した。加療率を 0.81 に設定した場合

には現状と同程度、もしくは増加傾向である

が、Rapid ART を導入して 0.9 に増えた場合

には減少に転じる。すべての HIV感染者を即

治療導入とした加療率 1の場合、大きく減少

に転じるが、捕獲率が 70～80％であるため、

0 とはならない。次にコンパートメント・モ

デルによる推測モデルも作成した。ART が遅

れてウイルス量が検出感度以下になるまで

２年かかり、0.5 では Rapid ART 開始により

半年で検出感度以下になるという推計の比

較では Rapid ART を 2023 年に実行したとし

て新規感染者数、感染者数累計ともに後者で

大きく減少する。研究計画は順調に進んでお

り、次年度は妥当性の評価などを行う。 

 

② NDB データからエイズ発症者の解析：傷病名

で抽出を試みているがまだ完了していない。

また validation を取れるように治療などと

突合させている。エイズに伴う医療費を計算

する。抗 HIV薬治療前後における医療費を計

算して、エイズ発症者と非エイズ発症におけ

る医療費の差分の傾向を解析する。 

 

③ Rapid ART 実現のための経済的実態調査：名

古屋医療センターに初診未治療で受診した

患者 434 名を分析した。治療導入は 401 名、

未治療は 33名。ART導入までの日数の中央値

は 42 日、90％の患者は 161 日、半年未満で

治療が開始されている。未治療 33 名では受

診中断が 9 名、CD4 値もしくが HIV-RNA 量で

基準を満たさずに 4 級が取得できない人が 8

名、3級要件待ちが 11名などであった。結論

として 4級が取得不可で治療ができない患者

は 1.8％という結果であった。 

 

Ⅾ. 考察 

 Preliminary の数理モデルから導き出される早

期 ART を導入することによる新規感染者の減少、

そして累計感染者数の減少に対するインパクト

は大きい。無論、捕獲率（どれだけ検査を進める

ことができるか）が重要な因子であり、加療率と

ともに今後のエイズ政策の課題となると考えら

れる。NDB におけるエイズ指標疾患の抽出には時

間がかかっているが、傷病名や治療内容から補足

は可能であると考えており、まずは妥当性評価、

そして医療費の計算を行いたいと考えている。現

行の公費による治療の基準が当てはまらずに ART

を開始できないのが 1.8％と実態調査で明らかに
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なった。また ART 開始までの日数の中央値が 42

日であり、160日以内に 90％が ARTを開始できて

いたが、この期間をベースに数理モデルで将来的

な新規感染者数の推計を行いたいと考えている。 

 

Ｅ. 結論 

 Rapid ART を導入することにより、加療率を向

上させることができれば、新規感染者数が減少に

転じることが数理モデルにより示された。HIV 感

染者の捕獲率（検査体制）の向上によりさらなる

効果が期待できる。エイズ発症者に関しては医療

費が非エイズ発症者より多いことが見込まれる。

これに関しては NDBのデータ解析を進める。公費

の基準を満たさないために約 1.8％の患者が治療

を受けられない状況が判明した。これらの患者が

感染者数や医療経済にどのような影響を与える

のか今後、解析していく。 

 

Ｆ. 健康危険情報 

特になし 
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令和 3年度（2021 年度） 

厚生労働科学研究費補助金(エイズ対策政策研究事業) 

分担研究報告書 

数理モデルによる HIV・エイズの早期治療の効果に関する研究 

研究分担者 尾又一実 国立研究開発法人 国立国際医療研究センター 

 

研究要旨： 

Rapid ARTの効果を検討するために、数理モデルによる 2 通りの手法を用いて、将来の HIV 感染者数

の推計を行った。Rapid ART は感染者数の減少に大きく影響を与えることが示されたが、加療率とウ

イルス抑制率を達成できたとしても、検査による感染者捕捉率が現状のままでは、感染者数の大幅な

減少は見込めない可能性があり、検査体制の向上を図る必要があることを示した。また、感染拡大を

終息させることまで期待するなら、数十年の時間スケールでこの問題を見ておく必要があるかもしれ

ない。 

 

Ａ. 研究目的 

本研究では、HIV・エイズの早期治療(Rapid ART)

の効果についての基礎資料を作成するために、

数理モデル、シミュレーション・モデルを構築

し、将来の新規感染者数についての推計・検証

を行う。Rapid ART とは HIV 診断後、早期（通

常 1 週間以内）に治療を開始することである。

治療が感染予防にもつながるという考え 

(TasP: Treatment as Prevention)があり、Rapid 

ART は、感染者の治療のみならず、今後の新規

感染者の減少と感染拡大の終息に大きく寄与す

ると期待される。 

 

Ｂ．研究方法 

本研究では、早期 ARTの効果を検討するために、

2通りの推計方法を用いた。 

(1) 手法 1：逆算法に基づく推計 

逆算法（Back Calculation）は、1980 年代に考

案され、元来は AIDS 発症者の数から、逆算し

て感染時期を推計する手法であったが、その

後、初診時 CD4測定量に基づいて感染ステー

ジを特定する方法が開発され、本研究でもこれ

を踏襲する。 

時間  における推計新規感染者数  は、

時間  における新規受診者数  によって、 

 

 

 

と表される。ここで、  は、感染か

ら受診までの期間  に対する分布関

数である。 

次に示す変数を導入し、これを β 率と呼ぶ

ことにする。 

 

ここで、  は該当する年の前年を表し、

加療率にはウイルス抑制率を含めるとする。

また、検査による感染者捕捉率として、 

 

 

を定義する。ここで、  は一定期間内

での平均値を表す。 

推計される年間新規感染者数は、 

 

モデル推計新規（年） 

 ＝β率×（（モデル推計累計（年‐１） 

 ‐余命累計（年‐１））×（１ 

 ‐検査捕捉率×加療率） 

 

によって計算される。 

因みに、逆算法にはいくつかのバリエーショ

ンがあり、筆者らはこれまでに、ケンブリッ

5 



 

 

ジ法による研究を実施してきた。これはマル

コフ連鎖モンテカルロ法を用いる方法で、本

研究でも、今後の推計ではケンブリッジ法を

利用する予定である。 

 

(2) 手法 2：コンパートメント・モデルを利用し

た推計 

コンパートメント・モデルは、感染症流行の

拡大のダイナミクスについて検討するため

に考案された数理モデルである。このモデル

では、コンパートメントと呼ばれる、いくつ

かの感染状態にある集団を考え、これらの人

数の増減を計算する。 

本研究で用いるコンパートメント・モデルを

図 1 に示す。ここで、S、I、A、T はそれぞ

れ未感染者集団(Susceptible)、感染者集団

(Infectious) 、AIDS 発症者集団(AIDS)、加

療集団(Treated)を表す。 

 

 

図 1: 本研究で用いるコンパートメント・モデ

ル。4 つのコンパートメント、未感染者集団

(Susceptible)、感染者集団(Infectious)、AIDS

発症者集団(AIDS)、加療集団(Treated)からな

る。 

 

各コンパートメントの大きさの時間変化は

以下の微分方程式で記述される。 

 

 

 

 

 

 

ここで、 、 、 、  はそれぞれの集団の大き

さ ( )、 、 、 はそれぞれ感

染率、出生率、AIDS 発症率、 、 、 、 は

各集団での死亡率、 、 は未発症感染者およ

び発症者の ART実施率である。 

 

データ：エイズ動向委員会から発表される新規

HIV 感染者数とエイズ発症者数、国立国際医療

センターにおける診療情報を入力値として用い

た。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は、厚生労働省「人を対象とする医学系研

究に関する倫理指針」を遵守し国立国際医療研究

センターの倫理委員会の承認を得て実施する。デ

ータは研究を担当するスタッフのみがアクセス可

能とし、内容が第三者の目に触れないように、ま

た、データが漏洩しないように、作業方法、作業

場所、データ保管方法等を厳重に管理する。匿名

化対応表は、企画戦略局長が管理、保管する。デ

ータの解析は、個人情報保護のため、また、個人

情報が結果の解釈に影響することを避けるため、

連結可能匿名化された後に実施する。研究成果の

公表に際しては、個人が特定されることのないよ

うに配慮する。 

 

Ｃ. 研究結果 

図 2 に手法 1による推計結果を示す。2023年に

Rapid ART を積極的に開始することを想定し、

検査による感染者捕捉率は現状のままとした。

加療してウイルス量を抑制する割合を 81%とし

た場合には(黒実線)、2025 年以降の感染者数は

ほぼ横ばいと計算された。ここで、81%というの

は、加療率 90%とウイルス抑制率 90%、すなわち

UNAIDS 90-90-90 の 2 番目と 3 番目の目標達成

を想定した数値である。加療×ウイルス抑制率

を 90%とすると(緑実線)、Rapid ART 開始に伴い

新規感染者数は断続的に速やかに減少した後

(図 2(a)緑実線)、緩やかな現象が見られた。100%

とした場合は(赤実線)、Rapid ART 開始直後の

断続的減少幅はさらに大きくなり、その後の減

少も大きくなる。 

 

Susceptible 

Infectious 

Treated AIDS 

Rapid ART 

ART 
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M/標準
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新
規
感
染
者
数

西暦

(a) 

(b) 

図 2：手法 1 による推計結果。縦軸は感染者集

団に対する割合を表す。(a) 新規感染者数、(b) 

累計感染者数。黒、緑、赤の実線はそれぞれ、

加療してウイルス量を抑制する割合を 81%、90%、

100%とした計算結果。 

図 3 に手法 2 による推計結果を示す。手法 1 の

結果と同様に、2023年に Rapid ARTを積極的に

開始することを想定し、検査による感染者捕捉

率は現状のままとした。Rapid ART の実施率を

表す係数  を  とすると(診断から ART 

開始までの平均期間 2年)、感染者数の減少に対

する効果はほとんど見られなかった(黒実線)。

しかし、  を  とすると(診断から ART 開

始までの平均期間半年)、新規感染者数は 2025

年までに速やかに減少した後、徐々に減少し(図

3(a)赤実線)、これに伴い、累計感染者数も減少

した(図 3(b)赤実線)。 

(a) 

(b) 

図 3：手法 2 による推計結果。縦軸は感染者集

団に対する割合を表す。(a) 新規感染者数、(b) 

累計感染者数。黒および赤の実線はそれぞれ 

、  とした場合の計算結果。 

 

Ｄ. 考察 

Rapid ART が TasP としての効果を期待できる

ことは想像に難くないが、本研究の推計でも、

感染者数の減少に大きく影響を与えることが示

された。しかし、着目すべき点は、検査による

捕捉率が現状のままでは、加療率 90%・ウイル

ス抑制率 90%を達成できたとしても、感染者数

は減少に転じない可能性があるということであ

る。見方を変えれば、HIV 感染者の補足率（検

査体制）の向上を図るなら、Rapid ART のさら

なる効果が期待できると言える。 

また、加療率・ウイルス抑制率を上げれば、

感染者数を減少させることはできるが、感染を

終息させることまで期待するなら、数十年の時

間スケールを見ておかなければならない可能性

が大きい。 

ここで示した推計結果はプレリミナリーなも

のであり、今後の研究でより緻密な推計を遂行

する必要がある。諸外国の感染状況および研究

結果について検討し、わが国の状況に適合する

数理モデルの構築と推計を実施することが課題

の一つである。 

本研究において、手法 1 のメリットは、診療

情報を利用するのが容易であるという点にある。

一方で、デメリットとして、間接的に Rapid ART 

を導入している、すなわち、ウイルス抑制率を

一定として計算するが、ウイルス抑制率は 

Rapid ART の結果であって、本来、入力値では

ないという点がある。これとは逆に、手法 2 の

メリットは、Rapid ART の実施率を直接入力値

として扱える(実施までの期間を仮定できる)の

0
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で、TasPの効果を自然な形で計算できるという

点にある。デメリットは、診療情報との突合せ

に困難が伴うことである。これらのことを鑑み、

今後の研究の展望として、2 つの手法を適切に

使いながら、現実的な意味のある推計を実施し

てゆくことが肝要である。 

 

Ｅ．結論 

 Rapid ARTを導入することにより、新規感染者

数が減少に転じる可能性が大きいことを数理モ

デルにより示した。ただし、Rapid ART 導入と

共に検査体制の向上を図る必要があることと、

感染終息には、数十年の時間スケールを考慮す

べきであることを示唆した。 

 

Ｆ．健康危険情報 

特になし。 
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厚生労働科学研究費補助金（エイズ対策研究事業） 

令和 3年度 分担研究報告書 

「新規HIV感染者の過去のレセプトデータから入院情報を抽出、発症者の解析および 

NDBから得られる HIV 感染者のコホートから一人あたりの年間の総医療費算出」 

研究分担者名：野田 龍也（公立大学法人奈良県立医科大学・公衆衛生学講座・准教授） 

 

 

 

 

 

Ａ．研究目的 

 NDBから得られるHIV感染者のコホートで一人あ

たりの年間の総医療費などを算出する。またNDB上

のHIV感染者のうち、エイズ指標疾患を発症してい

る患者をコホート化する。エイズ発症に伴う入院

医療費などを計算する。 

その後、１）の数理モデルより得られたRapid ART

により回避できた新規HIV感染者およびエイズ発

症例の予測モデルと前年度までに算出した医療費

により、Rapid ARTによる医療経済効果を推計する。 

 

Ｂ．研究方法 

HIV 感染者コホートの作成；奈良県立医科大学で

は同一患者由来である複数のレセプトを結びつけ

る分析基盤整備を進めており、既存のデータベー

スを使用して約 2 万 7 千人の言われる日本の HIV

感染者で実際に診療を受けていると思われる約 2

万 1千人のコホートを作成する。 

①総医療費、および入院医療費、食事療養費と外

来医療費を年度別に算出する。 

②エイズ指標疾患には 23疾患あり、レセプト上か

らこれらの疾患を抽出するために、「傷病名マス

ター作成手順」に従い、エイズ指標疾患の定義を

作成する。 

③総医療費および入院医療費、食事療養費と外来

医療費に関してエイズを発症した人とエイズを発

症していない人での比較を行う。Rapid ART でエ

イズ発症を回避できると推測された人数にこの差

分を掛け合わせることにより、Rapid ART を行う

ことによる医療経済的な有意性を見出す。 

 

Ｃ．研究結果 

総医療費（入院医療費、食事療養費と外来医療費

の合算）（括弧内は一人あたりの年間費用）は20

13年度で506億円（293万円）、2014年度で575億

円（304万円）、2015年度で645億円（314万円）、

2016年度で677億円（308万円）、2017年度で728

億円（314万円）であった。HIV感染症を合併する

血友病患者の総医療費が高額であることが想定さ

れたため、血友病患者を除いた総医療費を同様に

算出したところ、2013年度で418億円（250万円）、

2014年度で479億円（261万円）、2015年度で532

億円（266万円）、2016年度で563億円（263万円）、

2017年度で602億円（266万円）であった。データ

ベースの都合上、2017年以降の解析は次年度に持

ち越しとなった。 

またNDB上におけるエイズ指標疾患の定義は当

該年度にはValidationなどに時間を要しているた

め、解析は次年度に持ち越しとなった。 

Rapid ARTの有意性を示すための解析方法につ

いて検討を行った。 

ゼロを起点としてARTを開始した患者において、

月ごとの総医療費をグラフ化する。マイナスにな

るところはART開始前の医療費となる。マイナス

となるところの総医療費の算出を行い、診断から

研究要旨：レセプト情報・特定健診等情報データベース（NDB）を用いて HIV に関する医療費を推計

する基礎データを作成する。また NDB上の HIV感染者のうち、エイズ指標疾患を発症している患者を

コホート化する。そしてエイズ発症に伴う入院医療費などを計算する。 
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ARTを開始するまでの1か月間の医療費を、Rapi

d ARTにより診断後、すぐに治療を行った場合に

おける医療費の推計との差分を求めることでRapi

d ARTの有意性を見出す。またエイズ指標疾患発

症の有無で層別化して解析を行うことにより、AR

Tの開始が遅れてしまった患者や、診断後にドロッ

プアウトしてエイズ発症した患者における総医療

費の上昇について検証する。 

これらはエイズ指標疾患の定義を行ってから順次

解析予定であり、次年度に持ち越された。 
 
Ｄ．考察 

Rapid ARTにより回避できた新規HIV感染者およ

びエイズ発症例の予測モデルと前年度までに算出

した医療費により、Rapid ARTによる医療経済効果

を推計するための基盤を整理した。エイズ指標疾

患のNDB上の定義を行い、次年度には2021年度まで

の総医療費を算出の上、エイズ発症の有無により

層別化解析を行う。 

 

Ｅ．結論 

レセプト情報・特定健診等情報データベース（NDB）

を用いてHIVに関する医療費を推計する基礎デー

タを作成した。またエイズ指標疾患をNDBで抽出で

きるように定義を作成している。これにより、

Rapid ARTによりエイズ発症を回避できたであろ

う患者推測数による医療経済的効果を解析する。 
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Ａ．研究目的 
 HIV感染者が治療を始めるにあたり、費用負担を
減らすため、日本では身体障害者手帳申請を行う
ことが多い。この身体障害者手帳申請はHIV診断後
に4週間以上間隔のあいた検査値が2つ以上必要で
ある。よってほとんどの場合でHIV診断からART開
始まで4週間以上かかる。 
現状の身体障害者手帳認定の受益者範囲につい

て検証を行うため、名古屋医療センター専門外来
の身体障碍者手帳認定状況を調査した。 
 
Ｂ．研究方法 
2015年～2019年に名古屋医療センターに初診未

治療で受診した患者434人を対象に患者背景とし
て下記項目をカルテより収集した。 
共通情報：初診日・性別・当院初診時年齢・国籍・
抗HIV療法の有無・健康保険の有無・就労の有無・ 
未治療初診患者：初診時CD4数・HIV-RNAコピー数・
初診時病期・急性感染の有無・2021年12月時点で
の治療導入の有無・治療開始日・居住自治体名・
未治療であればその理由 
治療の有無および治療導入までの日数について

は多変量解析によって関連する因子を解析した。
統計学的有意差は、p<0.05で有意差ありとした。
統計解析はStata(ver15.0)にて行った。 
身体障害者認定までの日数で自治体ごとの差が

あるかを解析するため、患者住所を地図上にプロ
ットし、空間的自己相関分析を行った。解析には
ArcGIS（ver10.8）を使用した。統計学的有意差は、 
p<0.05で有意差ありとした。 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ｃ．研究結果 
 434人の未治療新患患者のうち33人が2021年12
月時点でも未治療または治療の有無不明となって
いた。 
1) 患者背景（表1） 

性別・初診時病期・急性感染の有無については
両群（2021年12月時点で治療導入群と未導入群
で有意差を認めなかったが、年齢・国籍（日本
国籍か外国籍か）・健康保険の有無・就労の有
無・初診時CD4数・初診時ウイルス量について
は両群で有意差を認めた。 

2) 治療開始までの日数（図1） 
30日刻みでの治療開始までの日数を示した。治
療導入までの日数の中央値は42日、最頻値は0
～30日以内で31人であった。治療導入者の90%
は初診から161日以内に治療が開始されていた。 

3) 治療未導入の理由 
未治療者33人のうち受診中断・転院を理由とし
てデータが認められなかったのは9人（27.2%）、
身体障害者手帳4級取得不可が8人（24.2%）、4
級は取得可能であったが治療導入されていな
かったのは16人（48.5%）であった。4級取得不
可となった8人のうち7人はウイルス量・CD4数
どちらも4級の認定要件に該当しなった。4級取
得可能ではあるが、治療導入されていなかった
16人のうち、11人は3級要件待ちであった。3
級要件待ちのうち2021年12月時点で受診継続
している患者は5人、転院が3人、受診中断に至
ったのは3人であった。よって初診未治療患者
434人のうち4級取得要件を満たさないのは8人
（1.8%）であった。 
 
 
 

令和3年度厚生労働厚生労働科学研究費補助金（エイズ対策政策研究事業） 
分担研究報告書 

 

HIV・エイズの早期治療実現に向けての研究 

HIV新規未治療患者と身体障害者手帳認定についての研究 
 

研究分担者 今橋 真弓 

名古屋医療センター臨床研究センター感染・免疫研究部 感染症研究室長 

研究要旨：現状の身体障碍者手帳認定の受益者範囲について検証を行うため、名古屋医療センター
に未治療初診患者として受診した 434 人を対象に後方視的に調査した。 

2015 年～2019 年に初診未治療で受診した 434 人のうち 33 人は 2021 年 12 月時点でも未治療ま
たは治療導入の有無が不明であった。患者背景として未治療導入群と導入群では年齢・国籍・健康
保険および就労の有無・初診時 CD4 数およびウイルス量で有意差を認めた。治療導入までの日数
の中央値は 42 日であった。未治療導入者 33 人のうち、身体障害者手帳 4 級取得の要件を満たさな
い患者は 8 人（全未治療初診患者の 1.8%）であった。治療導入の有無に関連する因子は国籍・健
康保険/就労の有無・初診時 CD4 数であった。治療導入までの日数に関連する因子は性別と初診時
CD4 数であった。居住地で治療導入までの差は認められなかった。 
今後は身体障害者手帳制度を利用せず日本国内で抗 HIV 療法を行っている患者についての調査

および諸外国の治療導入制度について調査し、現行の HIV 治療導入制度について検証を行っていく
ことが必要である。 

12 



 

 

4) 治療導入の有無に関連のある因子（表2） 
治療導入の有無に関連のある因子は国籍・健康
保険の有無・就労の有無・初診時CD4数であっ
た。国籍は外国籍の場合日本国籍患者と比べて
治療導入ありのオッズ比が0.21であった。 

5) 治療導入日数に関連のある因子（表3） 
治療導入日数に関連のある因子は性別と診断
時CD4数であった。性別は男性でない、つまり
女性の方が治療導入までの日数が短い傾向が
あった。 

6) 患者居住地（住民票住所）と治療日数 
治療導入までの日数の中央値42日で群分けを
行い、それぞれの群の患者居住地を地図上にプ
ロットし、空間的自己相関分析を行った。Moran 
Indexは0.08でp=0.74となり、患者居住地と治
療日数の相関は認められなかった。 

 
Ｄ．考察 
 治療の導入の有無には国籍・就労/健康保険の有
無が関連していた。治療導入にあたっては社会制
度が大きく影響していることが考えられる。特に
就労と健康保険の有無は相関関係が高いことが予
想された。 
未導入者の中には3級要件待ちがいた。これは愛

知県が身体障碍者制度3級から重度（心身）障害者
医療費助成制度によって医療証が発行され、更な
る医療費の減免を受けることができることが大き
な要因となっている。11人の3級要件待ちの患者の
うち、3人が受診中断となってしまっていることか
ら、こういった要件がかえって受診中断を招いて
しまったことは否めなかった。 
治療導入日数に影響する因子として女性の方が、

日数が少ない傾向にあるのは、妊婦が未治療初診
で受診した場合、当院は胎児への垂直感染を予防
する目的で即日抗HIV薬内服を開始することが影
響しているかもしれない。 
居住地で治療開始日数（42日以上かどうか）に

関連はない結果ではあったが、自立支援医療と身
体障害者手帳を同時申請できる自治体かどうかで
分けた場合に開始日数に差がみられるかもしれな
い。 
 

Ｅ．結論 
 当院未治療初診患者の抗HIV療法導入の有無に
影響を与える因子について検証を行った。HIV感染
はしているものの、身体障害者手帳認定要件が原
因で治療が開始できていない患者は未治療初診患
者の1.8%であった。今後は身体障害者手帳制度を
利用せず日本国内で抗HIV療法を行っている患者
についての調査および諸外国の治療導入制度につ
いて調査し、現行のHIV治療導入制度について検証
を行っていくことが必要である。 
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表1 患者背景 
  

治療導入あり 治療導入なし 
 

  n=401 n=33 p 

性別 
   

男性(%) 94.3 93.9 0.939 

年齢 
   

中央値(yo)(range) 30 (19-72) 37 (18-78) <0.05 

国籍 
   

外国籍(%) 12 33.3 <0.05 

健康保険 
   

あり(%) 97 87.9 <0.05 

就労 
   

あり(%) 83 66.7 <0.05 

初診時病期 
   

AIDS(%) 34.2 18.2 0.06 

急性感染の有無 
   

あり(%) 11.5 9.1 0.88 

初診時CD4数 
   

200未満(%) 53.6 24.2 <0.05 

初診時ウイルス量 
   

中央値(copies/ml) 2.25*10^4 8.0*10^4 <0.05 

(range) (45-3.1*10^6) (34-2.8*10^7)   

 
 
 
図１ 治療開始までの日数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

人
数 
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図2 治療未導入の理由 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表2 治療導入の有無に関連のある因子（赤字は有意差を認めた因子） 
  

Odds Ratio [95% Conf.Interval] 

性別 1.67 [0.32-8.82] 

国籍 0.21 [0.09-0.50] 

健康保険の有無 5.62 [1.41-22.5] 

就労の有無 2.55 [1.06-6.14] 

診断時病期 0.99 [0.26-3.84] 

急性感染の有無 1.17 [0.32-4.24] 

CD4数<200 4.73 [1.39-16.1] 

 
 
表3 治療導入日数に関連のある因子（赤字は有意差を認めた因子） 
  

Coef. [95% Conf. Interval] 

性別 -83.19145 [-154.2, -12.2] 

国籍 -1.550715 [-53.8, 50.7] 

健康保険の有無 61.91352 [-50.7, 174.5] 

就労の有無 -9.149876 [-53.5, 36.2] 

診断時 CD4数 0.4132507 [0.31, 0.52] 

診断時ウイルス量 -4.63E-06 [-0.000015, 5.2*10^6] 

診断時病期 -22.1301 [-64.8, 20.5] 

急性感染の有無 -13.22912 [-68.3, 41.8] 

 
 
 
 
 
 

治療開始までの日数（30 日きざみ） 
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